第８回広島県公立大学法人評価委員会議事要録
１　日　　時　平成２０年７月２２日（火）１３：３０～１５：０５

２　場　　所　広島県庁北館２階第３会議室

３　出席委員　古賀委員，松井委員，谷委員

４　議　　題（１）公立大学法人県立広島大学の平成１９年度業務実績評価（案）

　　　　　　　　　について

　　　　　　（２）公立大学法人県立広島大学の平成１９年度財務諸表及び利益処分に関

　　　　　　　　　する意見（案）について

５　担当部署　広島県環境県民局総務管理部学事課大学管理グループ

　　　　　　　TEL　（０８２）２２８－２１１１（内線２７５２）

６　会議の内容

（1） 公立大学法人県立広島大学の平成１９年度業務実績評価（案）について

事務局から，資料３により，前回の審議内容を踏まえて修正された業務実績評価（案）

　　の説明があった。

　　ア　字句修正については，委員長及び委員長代理に一任することが了承された。

　　イ　評価実施要領により，業務実績評価（案）を法人に提示し，法人に意見申出の機

　　　会を付与すること，その際，法人から提出された意見が評価内容の変更を必要とし

　　　ない軽微なものであった場合には，業務実績評価（案）の修正を委員長及び委員長

　　　代理に一任することが了承された。

　　ウ　決定された業務実績評価結果については，事務局から知事へ報告することが了承

　　　された。

（2） 公立大学法人県立広島大学の平成１９年度財務諸表及び利益処分に関する意見（案）

　　について

　　　事務局から，資料２により，法人から提出された利益処分（案）について説明があ

　　った。利益剰余金の発生要因については，資料４により説明があった。

【委員意見】

· 来期に費用化するからといって，前払費用等を積立金として計上するのは，企業会

　計の考え方からすると違和感がある。

⇒法人からは，前払費用に起因する利益剰余金は，経営努力による利益ではなく，会計ールに起因するものであるため，積立金として整理したと聞いている。診療センター収入で購入した固定資産についても，初年度は会計ルール上の利益が生じるので，積立金として整理したとの説明を受けている。

　

· 法人が積立金として申請している利益剰余金は，目的積立金に含めても問題がない

　ように思えるが。

⇒全国的には，目的積立金に含めているケースもあるようだが，厳密に言えば経営努力

により生じた利益とは言えないという理由で，法人は積立金として申請している。

· 共済費の公的負担金を行政サービス実施コスト計算書に計上すべきではないか。

⇒計上するかどうかは各法人で一様ではなく，７月３日の全国公立大学設置団体協議会

総会の調査資料によると，１６法人が計上しておらず，１１法人が計上している。会計基準で明記されるべきものと考えている。

· 定期預金が５億あるが，キャッシュ・フロー計算書に出てこないのは違和感がある。

⇒キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲について，会計基準では，手元現金及び要求

払預金と定めており，定期預金が含まれていないため，キャッシュ・フロー計算書に計

上していないとの説明を法人から受けている。

　委員から利益剰余金の発生要因について，具体的な内容説明を求められたことから，事務局から次のとおり説明があった。

　ア　学生納付金収入の増加

　イ　外部研究資金の獲得による間接経費収入の増加，科学研究費補助金の獲得による間

　　接経費収入の増加

　ウ　施設管理委託費を委託内容の精査，調達方法の変更等により節減

　エ　教員の採用抑制等による人件費の節減

· 教員の採用抑制による人件費の節減は，採用予定であった者を採用せずに，その分，

　節減したということなのであれば，経営努力とは言えないのではないか。

⇒教員の配置計画が，中期目標期間中，徐々に減員していく内容となっており，初年度

に前倒しで実施しているという理由で，法人は経営努力として考えている。減員となっ

ても，専任教員間で講義を分担し合ったり，非常勤講師を雇用することで，教育に支障

が出ないようにしていると法人から聞いており，トータルコストを下げるという意味で

経営努力に当たると考えられる。採用予定の教員を採用しなかったために，実施すべき

講座を実施しなかった，その場合の節減分は，経営努力としないこととしている。

· 教員の採用抑制により，教育水準が下がったかどうかを数量的に把握するのは難し

　いが，利益剰余金の主な発生要因が人件費の節減となっていることを考えると，本当

　に教育の質的水準が下がっていないか，専任教員に負担が生じていないかなどを議論

　しておく必要がある。

· 学生定員に上限を設けていないのであれば，学生納付金収入については，定員に対

　して多くの学生を受け入れた分，増加するが，多すぎるとマスプロ化して，授業の質

　的水準が低下する。教育水準を維持するという意味では定員どおりの学生を受け入れ

　るのが理想だが，それでは法人の収入が増えない。学生納付金収入の増加ということ

　は本当に望ましいことなのか。悩ましいことなのではないか。

· 人件費の節減には，若年教員の採用による節減が含まれているとのことだが，経費

　節減を目的に，意図して若年教員を採用したのか。

⇒意図して若年教員を採用したのではない。

· 教員の年齢構成はピラミッド型を維持することが必要であり，偏りがあると法人の

　活動に支障が生じる。運営費交付金の節減が目的化し，意図的に若年教員を採用すれ

　ば，ピラミッド構成を維持できなくなる。

· 人件費の節減には，職員分は含まれていないのか。

⇒県派遣職員を契約職員に配置し直すことを進めているが，平成２０年度からであることから，平成１９年度は節減効果が出ていない。

· 定年退職した教員の後任を採用する場合は，必然的により若い教員を採用すること

　となる。これにより生じた人件費の節減をも，経営努力と言えるかどうか。

· 利益剰余金の主な発生要因として挙げられている各項目の合計金額と剰余金の金額

　が一致しないのはなぜか。

⇒教育研究活動は，投資があってリターンがあるという事業的なものではなく，個々の

事業で予算と決算の差額を厳密に算出することが難しいため，法人は，大きく増加した

要素を列挙して利益剰余金の発生要因としている。

· 外部資金の収支と間接経費の関係はどうなっているのか。

⇒間接経費分は予算を組んでいないため，利益剰余金の一部となっている。

· 　財務諸表及び利益処分に関する評価委員会の意見については，今回の審議内容を踏

　まえ，委員長及び委員長代理に整理を一任することが了承された。

○　利益処分に関する県の方針決定を受けて，委員会としての最終的な意見が決定され，

　法人の利益処分案を申請どおりに認めることが妥当であるとされた。（平成２０年１

　１月１１日）

７　会議の資料名一覧

【配付資料】

　資料１…公立大学法人県立広島大学の平成１９年度業務の実績に関する報告書

　資料２…公立大学法人県立広島大学の平成１９事業年度財務諸表

　資料３…平成１９事業年度公立大学法人県立広島大学業務の実績に関する評価結果（案）

　資料４…剰余金のうち中期計画に定める使途に充てられる額の承認申請書
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